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【取組番号 ４ , 50】 

1  現状 

現在、製造の請負及び物件の買入れについては、地方自治法施行令の規定に基づく随意契約 

を行う場合は、原則「公募型見積合わせ（注１）」とし、その対象金額を本庁は２万円以上、現 

地機関は 10万円以上と設定している。 

  

2  変更内容等 

(1) 変更内容 

 本庁で調達する公募型見積合わせの対象金額を２万円から 10万円に引き上げる。 

(2) 変更理由と効果 

長野県が取り組む「かえるプロジェクト（注２）」の取組として、長野県財務規則を改正し、 

契約手続きにおいて見積書徴取を省略できる金額を２万円未満から 10万円未満への引き上げ 

を予定しており、公募型見積合わせの対象金額も同額に引き上げることにより、事務の効率化 

を図る。 

(3) 変更時期 

  令和６年 10月１日から 

 

＜参考資料＞ 

製造の請負、物件の買入れの公募型見積合わせの変更内容 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）「公募型見積合わせ」とは、発注案件を長野県ホームページに公開し、広く事業者に見積書の提出 

   を求め、最低の価格をもって申込みをした者と契約を締結するもの。 

（注２）「かえるプロジェクト」とは、県庁の仕事のやり方や決まり=組織風土を見直そうと、希望した若手 

職員と幹部職員がチームを作り、事務の見直し等を検討する取組。 

見積書徴取方法の変更に伴う公募型見積合わせの 

対象金額の改正について 

【変更前：令和６年９月まで】 【変更後：令和６年10月から】
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【製造】250万円超
【物品】160万円超
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【製造】250万円
　　以下

【物品】160万円
　　以下
10万円以上 公募型見積合わせ

（契約・検査課）

公募型見積合わせ
（各現地機関）

2者
以上
見積
徴取

【製造】250万円
　　以下

【物品】160万円
　　以下
10万円以上

公募型見積合わせ
（契約・検査課）

公募型見積合わせ
（各現地機関）

―

見積
徴取
省略

10万円未満 ― ―

うち単価契約は
現地機関が調達

うち単価契約は
現地機関が調達

うち単価契約は
現地機関が調達

うち単価契約は
現地機関が調達


